
報告日　　　年　　　月　　　日

会　派　名

報告者氏名

種　　　別

用　　　務

日　　　時

場　　　所

（会　　場）

概　　　要

令和4年7月27日(水) 16:30～18:15

調査項目等
高レベル放射性廃棄物の地層処分事業

◆原子力発電環境整備機構ＮＵＭＯ（ニューモ）とは
・経済産業大臣の認可を受け２０００年に設立された地層処分事業の主体
団体。住民との対話活動を通じて事業の推進を目指している。
・事業費は原子力発電所の運転実績に応じた金額を電力会社等が供出。

ＡＮＡクラウンプラザホテル千歳（北海道千歳市北栄2-2-1）

◆高レベル放射性廃棄物の「地層処分」について
・使用済核燃料を再処理した後の高レベル性放射性廃棄物（ガラス固化
体）は、放射線量が高く、安全な状態になるまで１千～数万年かかる。国
は地下３００ｍ以上深い岩盤にガラス固化体を閉じ込め、人の生活環境か
ら隔離する「地層処分」を行うことを決定。
・日本では現在、青森県六ケ所村の貯蔵管理センター等に約２,５００本の
ガラス固化体が保管されている。使用済核燃料（再処理前）も含めると、
全国に約２６，０００本分が存在する。
・ガラス固化体は貯蔵管理センターで30～50年保管して熱を冷ました後、
最終処分場（全国で１か所）にて地層処分にする予定だが、処分地が決
まっていない。
・地層処分は火山や活断層などを避けた安定した場所で行う必要があり、
2017年に公表した科学的特性マップをもとに候補地を絞りこむ。
・文献調査（地域固有の文献やデータ等）→概要調査（ボーリング等）→
精密調査（地下に調査施設を設置）の３段階を経て、適地を選定する。
・北海道の寿都町、神恵内村で２０２１年１１月から文献調査が行われて
いる。

原子力発電環境整備機構（ＮＵＭＯ）勉強会

出　　張　　報　　告

令和4年8月25日

三宮直人　重野正毅

☑調査研究（□行政視察）  □研修会　 □要請・陳情　 □各種会議
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所　感　等

◆寿都町・神恵内村での対話活動と文献調査の進捗状況について
・寿都町では町長主導で文献調査に応募した。神恵内村では商工会が村議
会に文献調査応募の請願を提出したことを機に、国の依頼を受けて応募し
た。
・寿都町は泊発電所から遠く、文献調査応募の話が出るまで、住民は原子
力発電所についての知識が薄かった。一方、神恵内村は泊原子力発電所の
近隣自治体であり、住民は原子力発電所に馴染みがある。それぞれの応募
時期は近いが、連動したわけではなく、別個の動きと考えられる。
・２０２１年４月中旬から両町村で「対話の場」を設置した。寿都町では
町が設置し、ＮＵＭＯと共同で運営している。町が指名した町議会議員・
産業団体等の代表等による１６名で構成される。神恵内村では村とＮＵＭ
Ｏが共同設置し、ＮＵＭＯが事務局として運営、村が協力。各種団体およ
び地区の代表＋公募による１９名で構成される。
・「対話の場」では、①参加者の意向を尊重すること、②合意形成の場で
はないこと、③公平性・中立性の担保、④透明性・公開性の確保、⑤議論
の内容を共有すること　に配慮して運営している。
・２０２１年度には寿都町・神恵内村で首長選挙があり、現職が再選され
たが、どちらも対立候補は文献調査反対を訴えていた。選挙前は住民が意
思表示しにくい雰囲気があったが、選挙後は落ち着いて議論できるように
なってきた。

◆北海道および道内の他自治体、国の動き
・北海道では、特定放射性廃棄物の持ち込みを拒否する内容の条例が制定
されており、現在の鈴木知事も次の段階である概要調査に進むことには否
定的。
・寿都町、神恵内村の隣接町村では、高レベル放射性廃棄物の持ち込みを
拒否する条例制定等の動きがある。道内には１７９市町村があり、理解を
共有することが課題。
・寿都町・神恵内村での文献調査開始以降、他の自治体による問い合わせ
はあるものの、応募には至っていない。全国的に関心を高めることが必
要。
・国の動きとしては、最終処分計画に基づき、ＮＵＭＯと役割分担しなが
ら、地層処分を推進。「対話の場」には経産省の課長級が出席している。

【三宮　直人】
　翌日の幌延深地層研究センターの視察のために有難い勉強会だった。
「寿都町と神恵内村での対話活動と文献調査の進捗状況について」説明を
受けた。対話の場において、５つの留意点を決め、押しつけではなく、産
業振興や町の活性化などの夢をぶら下げる訳でもなく、真摯に町民、村民
に向き合っている姿勢は学ぶべきと考える。
　両自治体での文献調査（2年程度）は今年度中には終了する計画であろう
ことから、その結果を注意深くみていきたい。
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【重野　正毅】
　NUMOの活動はどういうもので、何に力を入れているのかが理解できた。
ただ、現実的なことを考えたとき、今進めている高レベル放射線廃棄物の
地層処理の実現性が日本国内で可能なのだろうかという疑問もある。現在
北海道内の２つの自治体が文献調査を行っている段階で、その後、概要調
査と精密調査に移っていき実際の施設建設となると２０年以上かかってし
まう。また、北海道の条例との兼ね合いがあるなど課題は山積している。
これらは時間が解決したり、条例改正で何とかなるものでもないと思われ
る。しかし、これらの技術の開発、実証実験などにより、その時に備える
ことの必要性もある。技術開発については幌延深地層研究センターの視察
につながっていくが、NUMOの今行っている住民説明の姿勢は、住民の信頼
を得る第一歩だと感じた。
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